
産学官連携の意義・現状・課題
～大学への期待～

平成２０年１０月２２日

文部科学省 研究振興局
研究環境・産業連携課長

田 口 康

産学官連携の現状に対する産学官連携の現状に対する｢｢共通？共通？｣｣認識認識

「「「「このこのこのこの数年数年数年数年（（（（１０１０１０１０年年年年？）？）？）？）こんなにこんなにこんなにこんなに色色色色々々々々なことをなことをなことをなことを
やってきたのにやってきたのにやってきたのにやってきたのに、、、、目立目立目立目立ったったったった成果成果成果成果がががが顕顕顕顕れないれないれないれない。」。」。」。」

「「「「やりやりやりやり方方方方がおかしいのではないかがおかしいのではないかがおかしいのではないかがおかしいのではないか？」？」？」？」

この数年で我が国の産学官連携は大きく進展した。

成果が経済効果として現れるには時間がかかる。

日本の大学の研究レベルは低くないが、成果を社
会還元するためのシステムが不十分。

企業も未だ「自前主義」から脱却できていない
「「「「日本日本日本日本のののの大学大学大学大学のののの研究研究研究研究レベルがレベルがレベルがレベルが低低低低いのではないかいのではないかいのではないかいのではないか？」？」？」？」

企業も未だ「自前主義」から脱却できていない
（オープンイノベーションの体制ができていない）

新技術か否かを問わず起業活動が低調（投資環境、
慣習、人材流動性・・・）

国際競争力のある「日本型」産学官連携システム
の構築（と効果の測定手法）が必要
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第１期科技計画 第２期科技計画 第３期科技計画

産学官連携政策、この１０年産学官連携政策、この１０年
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疑心暗鬼 尻に火がついてきた
やるしかない

面白くなっ
てきた♪

法人格法人格法人格法人格のののの取得取得取得取得
研究成果研究成果研究成果研究成果のののの利用促進利用促進利用促進利用促進
ＴＬＯＴＬＯＴＬＯＴＬＯへのへのへのへの出資出資出資出資
特許等特許等特許等特許等のののの機関帰属機関帰属機関帰属機関帰属へへへへ
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国国国国のののの委託研究成果委託研究成果委託研究成果委託研究成果をををを
実施機関実施機関実施機関実施機関へへへへ移転移転移転移転
（（（（日本版日本版日本版日本版バイドールバイドールバイドールバイドール））））

ＴＬＯの国有施
設の無償使用

知的財産立国実現
大学等体制整備
推進計画の策定
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大学の役割
＝社会貢献
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大学発ベン
チャー1000社
計画

研究成果が経済効果として現れるまで （青色発光ダイオードの例）

１９８５年１１月 基本特許出願

１９８７～９０年 ＪＳＴ委託開発（５.５億円(返還済)）

１９９２年 ８月 特許の設定登録

１９９５年 製品上市（特許実施料収入：２４百万円）
１９９９年 特許実施料収入が１億円を越える （約４億円）

※２００７年３月までに約５０億円の特許実施料収入※２００７年３月までに約５０億円の特許実施料収入



大学等の研究成果を社会に還元するために

効果的・効率的な研究開発システム構築のために効果的・効率的な研究開発システム構築のために

イノベーション創出と競争力強化のためにイノベーション創出と競争力強化のために

産学官連携の意義・目的産学官連携の意義・目的

イノベーション創出と競争力強化のためにイノベーション創出と競争力強化のために

科学技術の新領域や融合領域への展開のために

社会が必要とする人材を育成するために

教育基本法教育基本法教育基本法教育基本法（（（（平成平成平成平成１８１８１８１８年年年年１２１２１２１２月月月月））））
第７条 大学大学大学大学はははは、、、、学術学術学術学術のののの中心中心中心中心としてとしてとしてとして、、、、高高高高いいいい教養教養教養教養とととと専門的能力専門的能力専門的能力専門的能力をををを培培培培ううううとともに、深深深深くくくく真理真理真理真理をををを
探求探求探求探求してしてしてして新新新新たなたなたなたな知見知見知見知見をををを創造創造創造創造し、これらのこれらのこれらのこれらの成果成果成果成果をををを広広広広くくくく社会社会社会社会にににに提供提供提供提供するするするすることにより、社会の発
展に寄与するものとする。

学校教育法学校教育法学校教育法学校教育法（（（（昭和昭和昭和昭和２２２２２２２２年年年年３３３３月月月月 最終改正最終改正最終改正最終改正：：：：平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年６６６６月月月月））））
第８３条 大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授
研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする。

成果の事業化を実現することが必要！「「「「成果成果成果成果をををを広広広広くくくく社会社会社会社会にににに提供提供提供提供するするするする」」」」「「「「成果成果成果成果をををを広広広広くくくく社会社会社会社会にににに提供提供提供提供するするするする」」」」
ことはことはことはことは大学大学大学大学のののの責務責務責務責務！！！！ことはことはことはことは大学大学大学大学のののの責務責務責務責務！！！！

大学等の研究成果を社会に還元するために大学等の研究成果を社会に還元するために

教 育 研 究社会貢献

研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする。
２ 大学大学大学大学はははは、、、、そのそのそのその目的目的目的目的をををを実現実現実現実現するためのするためのするためのするための教育研究教育研究教育研究教育研究をををを行行行行いいいい、、、、そのそのそのその成果成果成果成果をををを広広広広くくくく社会社会社会社会にににに提供提供提供提供
することによりすることによりすることによりすることにより、、、、社会社会社会社会のののの発展発展発展発展にににに寄与寄与寄与寄与するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。

第１１５条 高等専門学校は、深く専門の学芸を教授し、職業に必要な能力を育成する
ことを目的とする。
２ 高等専門学校高等専門学校高等専門学校高等専門学校はははは、、、、そのそのそのその目的目的目的目的をををを実現実現実現実現するためのするためのするためのするための教育教育教育教育をををを行行行行いいいい、、、、そのそのそのその成果成果成果成果をををを広広広広くくくく社会社会社会社会にににに
提供提供提供提供することによりすることによりすることによりすることにより、、、、社会社会社会社会のののの発展発展発展発展にににに寄与寄与寄与寄与するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。

基礎研究
発明
特許

産学共同研究

企業での製品化

Ｍ＆Ａ

実
用
化
、
市
場
化

大学等の研究成果を社会に還元するために大学等の研究成果を社会に還元するために

特許

ベンチャー起業

Ｍ＆Ａ 市
場
化
、
普
及上場

小規模ビジネス

非営利事業

ＮＧＯ・ＮＰＯ、自治体

『産』
470,000 人人人人 (58%)

¥12．．．．7兆円兆円兆円兆円 (71%)

効率的・効果的な研究開発システム構築のために効率的・効果的な研究開発システム構築のために

大学発
ベンチャー

コーディネータ，

ＶＣ，投資家
弁理士，コンサル

『官』
『学』

290,000 人人人人 (36%)

¥3．．．．4兆円兆円兆円兆円 (19%)

「公的研究機関」
34,000 人人人人 (4%)

¥1．．．．4兆円兆円兆円兆円 (8%)

資金・制度

17

支援機関 等 『官』
「国」

「地方自治体」

「関係団体」



中央集権 → 地方分権、グローバリゼーション

「モノ」 → 「知恵」、「人」

大量生産、製品の規格化 → 多数のニッチ、ブランド

専門化／階層的ピラミッド → 異分野融合／ネットワーク構造

石油、車、大量生産時代 ⇒ 情報・通信、バイオ時代
（２０世紀） （２１世紀）

～科学技術の発展によるパラダイムシフト～

大学への期待・要請
・新しい価値観
・新しいものの考え方

イノベーション創出と競争力強化のためにイノベーション創出と競争力強化のために

専門化／階層的ピラミッド → 異分野融合／ネットワーク構造

自前主義の研究開発 → オープンイノベーション

社会の仕組みや仕事の方法を
変えていかねばならない。

キャッチアップキャッチアップキャッチアップキャッチアップ ⇒⇒⇒⇒ フロントランナーフロントランナーフロントランナーフロントランナー

人口増加人口増加人口増加人口増加 ⇒⇒⇒⇒ 人口減少人口減少人口減少人口減少・・・・少子高齢化少子高齢化少子高齢化少子高齢化

21

・新しいものの考え方
・新しい技術
を社会に！

日本の国際競争力

2

経済の成長要因分解
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日本 米国 英国 ドイツ フランス

の寄与

資料：EUKLEMS
Databese2007よ
り作成

• 米国：パルミザーノ･レポート(2004)/競争力強化法(2007)

＝包括的なｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進法

科技予算増、教育強化、地域における産学連携推進 等

・・・・研究開発投資研究開発投資研究開発投資研究開発投資のののの拡大拡大拡大拡大

・・・・世界的世界的世界的世界的なななな人材獲得競争人材獲得競争人材獲得競争人材獲得競争
「「「「知知知知のののの大競争大競争大競争大競争」」」」のののの時代時代時代時代へへへへ「「「「知知知知のののの大競争大競争大競争大競争」」」」のののの時代時代時代時代へへへへ

世界の科学技術・イノベーション政策世界の科学技術・イノベーション政策

• ＥＵ：新リスボン戦略/競争力･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ枠組計画 (2004/2006)

＝イノベーションに関する諸施策を統合

中小企業のイノベーション支援プログラムが柱

• 中国：国家中長期科学技術発展計画（2006）

＝2020年までの長期ビジョン

自主革新（イノベーション）、科学技術強国を目標

3



第第第第３３３３期基本計画期基本計画期基本計画期基本計画第第第第３３３３期基本計画期基本計画期基本計画期基本計画（（（（２００６２００６２００６２００６～～～～２０１０２０１０２０１０２０１０年度年度年度年度））））（（（（２００６２００６２００６２００６～～～～２０１０２０１０２０１０２０１０年度年度年度年度））））

●●●●基本姿勢基本姿勢基本姿勢基本姿勢
①社会･国民に成果を還元
②人材育成と競争的環境の重視

●●●●政策目標政策目標政策目標政策目標のののの明確化明確化明確化明確化（（（（６６６６つのつのつのつの大目標大目標大目標大目標））））

日本日本日本日本はははは““““知恵知恵知恵知恵””””でででで生生生生きていくしかないきていくしかないきていくしかないきていくしかない

我が国の科学技術政策我が国の科学技術政策

産学官連携は、

イノベーション創出
のための重要な手段

●●●●政策目標政策目標政策目標政策目標のののの明確化明確化明確化明確化（（（（６６６６つのつのつのつの大目標大目標大目標大目標））））

●●●●戦略的重点化戦略的重点化戦略的重点化戦略的重点化
－「基礎研究」⇔「政策課題対応型研究開発」
－重点推進４分野（ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ，情報通信，環境，ﾅﾉﾃｸ･材料）
－推進４分野（ｴﾈﾙｷﾞｰ，ものづくり，社会基盤，ﾌﾛﾝﾃｨｱ）

⇒分野内重点投資

●●●●政府研究開発投資政府研究開発投資政府研究開発投資政府研究開発投資 ２５兆円

イノベーター日本

飛躍知の発見･発明 科学技術の限界

生涯はつらつ生活

環境と経済の両立

安全が誇りとなる国

4

学 産

技術移転など

科学技術の新領域や融合領域への展開のために科学技術の新領域や融合領域への展開のために
＝大学の教育・研究の高度化のために

学 産

・新たな知見、研究ニーズ新たな知見、研究ニーズ等等

・研究費、特許料等

5

共同研究件数共同研究件数共同研究件数共同研究件数

6,767
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受託研究件数受託研究件数受託研究件数受託研究件数

6,584
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15,236
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18,525
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外国出願件数外国出願件数外国出願件数外国出願件数

国内出願件数国内出願件数国内出願件数国内出願件数

特許実施件数特許実施件数特許実施件数特許実施件数

58 185
477

1,283

2,872

4,390

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H14 H15 H16 H17 H18 H19

共同研究、特許等は大幅に増加共同研究、特許等は大幅に増加

H14 H15 H16 H17 H18 H19

H15→H19 約1．8倍

大学等大学等大学等大学等のののの共同研究件数共同研究件数共同研究件数共同研究件数

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１9

国立大学等 9,378 11,362 12,405 13,654

公立大学等 412 493 697 766

私立大学等 938 1,165 1,655 1,791

総　　計 10,728 13,020 14,757 16,211

※大学等・・・大学共同利用機関、短期大学、高等専門学校を含む。

※Ｈ１４は国立大学等のみ、Ｈ１５以降は国公私立大学等を対象

※特許実施件数は特許権（受ける権利を含む）のみを対象とし、実施許諾及び譲渡件数を計上

H15→H19 約1．3倍

大学等大学等大学等大学等のののの受託研究件数受託研究件数受託研究件数受託研究件数

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１9

国立大学等 7,827 9,008 10,082 10,584

公立大学等 1,169 1,156 1,187 1,162

私立大学等 6,240 6,796 6,776 6,779

総　　計 15,236 16,960 18,045 18,525

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H14 H15 H16 H17 H18 H19

大学等大学等大学等大学等のののの特許出願件数特許出願件数特許出願件数特許出願件数

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１9

国立大学等 4,152 6,255 7,003 7,642

公立大学等 122 285 369 398

私立大学等 1,720 1,987 1,718 1,829

総　　計 5,994 8,527 9,090 9,869

H15→H19 約4．0倍

H14 H15 H16 H17 H18 H19

大学等大学等大学等大学等のののの特許実施件数特許実施件数特許実施件数特許実施件数

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１9

国立大学等 223 932 2,026 3,204

公立大学等 7 34 37 76

私立大学等 247 317 809 1,110

総　　計 477 1,283 2,872 4,390

H15→H19 約23．7倍

②②②②米国米国米国米国のののの大学発大学発大学発大学発ベンチャーのベンチャーのベンチャーのベンチャーの設立実績設立実績設立実績設立実績
①①①①我我我我がががが国国国国のののの大学発大学発大学発大学発ベンチャーのベンチャーのベンチャーのベンチャーの設立実績設立実績設立実績設立実績
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平成平成平成平成19191919年年年年３３３３月末現在月末現在月末現在月末現在のののの残存数残存数残存数残存数
各年各年各年各年のののの設立数設立数設立数設立数

大学発ベンチャーも多数設立大学発ベンチャーも多数設立

売上高：約２８百億円、雇用者数：約１.８万人（経産省調査）

③③③③諸外国諸外国諸外国諸外国とのとのとのとの比較比較比較比較
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研究費：２億円
／発明件数

発明届出数：17,382件

特許出願件数：10,270件

２００５年

研究

発明 発明届出数：10,202件

特許出願件数： 7,197件

研究費： ２M＄
／発明件数

研究成果の「事業化力」の差！？研究成果の「事業化力」の差！？

特許登録件数： 3,278件

新規ライセンス数：4,932件

ライセンス収入：1,385M＄

実用化された技術：527件

大学発ﾍﾞﾝﾁｬｰ起業数：462件

約２０年遅れ

バイドール法：1980年 1998年

事業化

特許化
特許登録件数： 296件

新規ライセンス数：1,056件

ライセンス収入：10.7億円

実用化された技術：171件

大学発ﾍﾞﾝﾁｬｰ起業数：46件

13

20000

25000

30000

35000

40000

45000

50000

百万円

その他知財実施料収入

特許権実施料収入

受託研究

共同研究

約５００億円が市場から大学へ約５００億円が市場から大学へ

※その他知財実施料収入については、平成１５，１６年度は、調査を行っていない。

○民間企業等から得る共同研究・受託研究・知的財産権実施料収入の推移 （単位：百万円）

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

共同研究 15,173 19,601 24,857 28,585 31,077

受託研究 11,046 12,710 12,289 11,706 11,528

特許権実施料収入 543 543 639 801 774

その他知財実施料収入 233 995 1,083

計 26,762 32,854 38,017 42,087 44,462

0

5000

10000

15000

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

共同研究

資料：文部科学省作成（文部科学省データ）
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民間企業民間企業民間企業民間企業のののの研究費支出先研究費支出先研究費支出先研究費支出先（（（（2006年度実績年度実績年度実績年度実績））））

企業の研究開発活動のグローバル化企業の研究開発活動のグローバル化
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総務省統計局「科学技術研究調査報告」より

年度

億
円]

14,000

15,000

18,045件

件 金額（千円）

142,035,360千円

外国企業との受託研究実績（国公私立大学等）

16,000

17,000 16,960件

126,479,747千円

18,000

19,000

110,000,000

120,000,000

130,000,000

140,000,000

150,000,000

160,000,000

170,000,000
18,525件

160,745,129千円

大学の産学連携活動は・・・大学の産学連携活動は・・・

～
～

０

13,000

12,000

０

～
～

外国企業

国内企業

外国企業

国内企業

○ 海外企業との交渉・契約実務を担う専門的な人材の不足
○ 将来の基本特許の国際的な取得、海外との受託研究などに関する大学全体の戦略が不明確
○ 大学の研究成果の海外への情報発信が不足

73件(0.4%)

平成１７年度 平成１８年度

181,234千円(0.1%)
４１件(0.2%)

306,127千円(0.2%)

75件(0.4%)

平成１９年度

110,000,000

100,000,000

459,832千円(0.3%)
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大企業の産学連携への期待
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○○ 産学官連携は、大学等における研究成果から持続的なイノベーションを創出し、我が国の競争力強化を図るための重要な手段。産学官連携は、大学等における研究成果から持続的なイノベーションを創出し、我が国の競争力強化を図るための重要な手段。
また、科学技術による地域活性化を図るためには、地域の大学等を核とした地域イノベーション・システムの構築が不可欠。また、科学技術による地域活性化を図るためには、地域の大学等を核とした地域イノベーション・システムの構築が不可欠。

○○ このため、大学等における知的財産、産学官連携活動体制の強化や地域におけるクラスターの形成支援、産学官連携拠点の形成支援このため、大学等における知的財産、産学官連携活動体制の強化や地域におけるクラスターの形成支援、産学官連携拠点の形成支援
などを推進する。などを推進する。

－－－－産学官連携拠点産学官連携拠点産学官連携拠点産学官連携拠点のののの形成支援形成支援形成支援形成支援－－－－
11,400百万円百万円百万円百万円（（（（1,800百万円百万円百万円百万円））））

「経済財政改革の基本方針2008」等に基づき、

産学官が有機的に連携して人材育成・基礎研
究から事業化・商業化までの活動を推進し、持

知的知的知的知的クラスタークラスタークラスタークラスター創成事業創成事業創成事業創成事業

産学官連携拠点産学官連携拠点産学官連携拠点産学官連携拠点

都市都市都市都市エリアエリアエリアエリア産学官連携促進事業産学官連携促進事業産学官連携促進事業産学官連携促進事業 地方地方地方地方
公共団体等公共団体等公共団体等公共団体等

平成平成平成平成21212121年度概算要求額年度概算要求額年度概算要求額年度概算要求額 ：：：：56,61956,61956,61956,619百万円百万円百万円百万円
（（（（平成平成平成平成20202020年度予算額年度予算額年度予算額年度予算額 ：：：：44,99144,99144,99144,991百万円百万円百万円百万円））））
※※※※運営費交付金中運営費交付金中運営費交付金中運営費交付金中のののの推計額推計額推計額推計額をををを含含含含むむむむ
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産学官連携産学官連携産学官連携産学官連携のののの戦略的戦略的戦略的戦略的なななな展開展開展開展開とととと地域地域地域地域イノベーションのイノベーションのイノベーションのイノベーションの創出創出創出創出

究から事業化・商業化までの活動を推進し、持
続的・発展的なイノベーションを創出する産学
官連携拠点の形成を支援する。そのための関
連施策を有機的に組み合わせて総合的・集中
的に実施する。

－－－－ 大学等大学等大学等大学等におけるにおけるにおけるにおける研究成果研究成果研究成果研究成果のののの社会還元社会還元社会還元社会還元のののの推進推進推進推進 －－－－
16,681百万円百万円百万円百万円（（（（16,670百万円百万円百万円百万円））））

－－－－ 地域地域地域地域イノベーション・システムのイノベーション・システムのイノベーション・システムのイノベーション・システムの強化強化強化強化－－－－
27,176百万円百万円百万円百万円（（（（24,295百万円百万円百万円百万円））））

「経済財政改革の基本方針2008」等に基づき、大学等

における戦略的な知的財産の創造・保護・活用を図る
体制の整備を図るとともに、研究成果の技術移転など
を推進する。

地域におけるクラスター形成支援と共に、大学等
を活用した地域の新事業・新産業の創出に向けた
研究開発支援を展開する。

産学官連携戦略展開事業産学官連携戦略展開事業産学官連携戦略展開事業産学官連携戦略展開事業 研究成果最適展開支援事業研究成果最適展開支援事業研究成果最適展開支援事業研究成果最適展開支援事業

企業等企業等企業等企業等大学等大学等大学等大学等
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２１

地方公共団体等

他の拠点等

産学連携施設の整備を支援

産業産業産業産業クラスタークラスタークラスタークラスター補助事業補助事業補助事業補助事業１１１１３３３３億円億円億円億円（（（（新規新規新規新規）】）】）】）】

地域内の企業を中心とした産学官ネットワーク形成及
び国内外の既存クラスター間連携の促進を行い、産学
共同研究の促進、販路開拓支援等を実施。
７千万円×１８プロジェクト

企業間・拠点間ネットワーク形成を支援

知的知的知的知的クラスタークラスタークラスタークラスター創成事業創成事業創成事業創成事業（（（（グローバルグローバルグローバルグローバル拠点育成型拠点育成型拠点育成型拠点育成型））））【【【【３２３２３２３２億円億円億円億円（（（（新新新新
規規規規））））】】】】

国際優位性を持つコア技術を持つ地域に対し、共同研究経費
等を支援するグローバル拠点育成型を実施すると共に、産学官
連携拠点整備枠により、拠点整備を加速する。
グローバル拠点育成型 ３～５億円×５地域
産学官連携拠点整備枠 １億円×１０地域

都市都市都市都市エリアエリアエリアエリア産学官連携促進事業産学官連携促進事業産学官連携促進事業産学官連携促進事業【【【【２２２２２２２２億円億円億円億円（（（（１８１８１８１８億円億円億円億円））））】】】】
（（（（新規採択分新規採択分新規採択分新規採択分））））

小規模でも地域の特色を活かした強みをもつクラスター形成の
ため、地元企業との共同研究や成果発表会等の支援を実施。
一般型 １億円程度×１０地域
発展型 ２億円程度×５地域

地方公共団体のクラスター形成活動を支援

産学官連携拠点産学官連携拠点産学官連携拠点産学官連携拠点のののの形成支援形成支援形成支援形成支援 文部科学省文部科学省文部科学省文部科学省 平成平成平成平成21212121年度概算要求額年度概算要求額年度概算要求額年度概算要求額 ：：：： 114114114114億円億円億円億円（（（（18181818億円億円億円億円））））
経済産業省経済産業省経済産業省経済産業省 平成平成平成平成21212121年度概算要求額年度概算要求額年度概算要求額年度概算要求額 ：：：： 178178178178億円億円億円億円（（（（34343434億円億円億円億円））））

各種の施策を有機的に組み合わせて総合的・集中的に実施することにより、人材育成・基礎研究から商業化・事業化までの活動を産学官が有機的に連携して

推進し、持続的・発展的にイノベーションを創出するイノベーション・エコ・システムの構築を図る。

地域地域地域地域イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション共同体形成共同体形成共同体形成共同体形成事業事業事業事業１１１１１１１１億円億円億円億円（（（（１１１１１１１１億円億円億円億円）】）】）】）】

地域内の研究機関の連携による研究機器の相互活用、産学
共同研究開発に関するワンストップサービス支援を実施。
１．５億円×８地域

研究機関の連携を支援

ＴＬＯ
企業等大学等

産学官連携戦略展開事業産学官連携戦略展開事業産学官連携戦略展開事業産学官連携戦略展開事業（（（（戦略展開戦略展開戦略展開戦略展開プログラムのプログラムのプログラムのプログラムの
一部一部一部一部））））【【【【１０１０１０１０億円億円億円億円（（（（新規新規新規新規））））】】】】

拠点として戦略的な活動を行うため、大学等に対
して、活動費等の支援を実施。
地域中核産学官連携拠点 ３千万円×１５拠点
グローバル産学官連携拠点 ５千万円×１０拠点

経済産業省の事業

文部科学省の事業

○○○○地域企業立地促進等共用施設整備事業地域企業立地促進等共用施設整備事業地域企業立地促進等共用施設整備事業地域企業立地促進等共用施設整備事業【【【【２１２１２１２１
億円億円億円億円（（（（２１２１２１２１億円億円億円億円）】）】）】）】 産業集積の活性化を図るため、
独立行政法人等に対し、産学官連携施設等を整
備するための支援を実施。 事業規模 42億円
○○○○各種支援機関各種支援機関各種支援機関各種支援機関のののの支援支援支援支援メニューのメニューのメニューのメニューの活用活用活用活用
中小機構高度化事業（２０年度貸付規模約
２００億円）等の活用

創造的産学連携事業創造的産学連携事業創造的産学連携事業創造的産学連携事業【【【【２２２２億円億円億円億円（（（（２２２２億円億円億円億円））））】】】】

産学連携の中核を担い得るＴＬＯに対し、大学
や他のＴＬＯとの広域的・機能的連携を図るため
の支援を実施。 ０．２億円×１０拠点

個別の研究開発を支援

戦略的技術支援事業戦略的技術支援事業戦略的技術支援事業戦略的技術支援事業【【【【131億円億円億円億円（（（（新規新規新規新規））））】】】】

企業を中心とした産学共同研究体に対し、事
業化に近い研究開発支援を実施。
中小企業の戦略的基盤技術の高度化を支援。

研究成果最適展開支援事業研究成果最適展開支援事業研究成果最適展開支援事業研究成果最適展開支援事業【【【【５０５０５０５０億円億円億円億円（（（（新規新規新規新規）】）】）】）】

大学等や企業についてパートナーのマッチン
グ、FSを行い、優れた研究課題を選定して研究
開発スキームを構築し、支援を実施。

（既存の研究開発支援制度よりも柔軟な制度を
試行的に実施。）

大学等の体制整備を支援

産学連携施設の整備を支援

ＴＬＯを支援

発展型 ２億円程度×５地域

課題選考課題選考課題選考課題選考のののの観点観点観点観点

・起業の目的・意義

・実現可能性（3年程度

以内に事業化が見込

まれる課題）

・ＪＳＴの目利き人材（技術移転プランナー）や企業経験者による助言、年度評価
・科学技術情報事業により蓄積された知的財産関連情報などのデータの提供
・特許出願ノウハウの提供
・ＪＳＴが持つ企業ネットワークを活用したマッチング支援 等

若手研究者若手研究者若手研究者若手研究者ベンチャーベンチャーベンチャーベンチャー創出推進事業創出推進事業創出推進事業創出推進事業 平成平成平成平成21212121年度概算要求額年度概算要求額年度概算要求額年度概算要求額 ：：：：600600600600百万円百万円百万円百万円
【【【【新規新規新規新規】】】】

・起業意欲のある若手研究者による有望な大学発ベンチャーを創出し、若手研究者及び学生の起業意欲を高めるとともに、研究者からアントレプレナー
へのキャリアパス形成を促進する。

・大学のベンチャービジネスラボラトリ（ＶＢＬ）等における起業家人材育成及び若手研究者・学生等に対する起業支援の活性化を図る。

目目目目 的的的的

・アントレプレナー候補となる若手研究者の起業までの人件費、研究開発費を支援することにより、研究者からアントレプレナーへのキャリアパス形成
を促進するとともに、大学等の技術シーズの企業化を図る。

概概概概 要要要要

【ＪＳＴによるサポート、評価など】

【大学発ベンチャーの起業へ向けた研究開発】研
究
者
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事業化計画事業化計画事業化計画事業化計画
ﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟ

目利き

ﾚﾎﾟｰﾄ

・起業家としての適正
・所属機関の支援体制

大学大学大学大学・・・・研究機関研究機関研究機関研究機関ののののVBL

高高高高いいいい起業家起業家起業家起業家マインドﾞをマインドﾞをマインドﾞをマインドﾞを醸成醸成醸成醸成しししし社会社会社会社会へへへへ輩出輩出輩出輩出

ＪＳＴと連携して、事業計画作成の補助、研究開発スペースの提供、経理・教育面の指導などを行うとともに、定期
的にカウンセリングを実施するなど、若手研究者の起業活動をきめ細かくサポート。

・他の支援制度への移行
・知財のライセンス等、ベンチャー設立以外の展開も考慮

支援内容（１年あたり。３年間支援）
・アントレプレナー人件費 450万円
・ＲＡ経費 180万円
・研究開発費 300万円

【ＶＢＬによるサポート】
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主に経営戦略や知財戦略に
関するサポート
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大学が社会を変える！ 新しい価値を創造する！

★新領域、融合領域の研究と教育に挑戦！

★｢技術｣・｢実学｣も重視！

★チーム・組織の活動を！

大学への期待と注文大学への期待と注文

★チーム・組織の活動を！

★人文・社会系の活躍に期待！

★教員のみならず、事務局職員が活躍！


